


第１章　基本原則
本院において脳死下臓器提供に関する一連の手続きを進めるにあたり、「臓器の移植に関する法律」の運用に関する指針（ガイドライン）」（以下「ガイドライン」という。）及び関連通知に掲載されている次に掲げるマニュアル等に準拠することを原則とする。
○「法的脳死判定マニュアル」
（厚生労働科学研究費補助金厚生労働科学特別研究事業「臓器提供施設における院内体制整備に関する研究」「脳死判定基準のマニュアル化に関する研究班」平成２２年度）
※公益社団法人日本臓器移植ネットワークHP
○「臓器提供施設マニュアル」
（厚生労働科学研究費補助金厚生労働科学特別研究事業「臓器提供施設における院内体制整備に関する研究」「臓器提供施設のマニュアル化に関する研究班」平成２２年度）
※公益社団法人日本臓器移植ネットワークHPに掲載
○「臓器提供施設の手順書」
（平成２６年７月：社団法人日本臓器移植ネットワークHP）
※公益社団法人日本臓器移植ネットワークHPに掲載
○「脳死下臓器提供者から被虐待児を除外するマニュアル」
※「小児の脳死判定及び臓器提供等に関する調査研究」（平成２１年度厚生労働科学研究費
補助金（厚生労働科学特別研究事業）報告書）

第２章　脳死した者の身体から臓器を摘出する場合の脳死判定を行うまでの標準的な手順に関する事項
【主治医等】（当該患者の診療を行う医師及び当該診療科等の長をいう。）
１　患者の状態について、法に規定する脳死判定を行ったとしたならば、脳死とされうる状
態にあると判断した場合
《前提条件１》患者が児童（１８才未満）である場合は虐待の疑いがないことの確認
《前提条件２》深昏睡、瞳孔散大・固定、脳幹反射の消失、平坦脳波の４項目の確認

２　以後において、家族等の脳死についての理解の状況等を踏まえ、臓器提供の機会がある
こと、及び承諾に係る手続に際しては主治医以外の者（臓器移植ネットワーク等の臓器の
斡旋に係る連絡調整を行う者（以下「ＮＷＣｏ」という。））による説明があることを口頭
又は書面で告げるものとする。なお、その際、説明を聴くことを強制してはならない。
併せて、臓器提供に関して意思表示カードの所持等、本人が何らかの意思表示を行って
いたかについて把握するように努める。
法に基づき、脳死と判定される以前においては、患者の医療に最善の努力を尽くさなけ
ればならない。

３　ＮＷＣｏによる説明を聞くことについて家族の承諾が得られた場合、直ちに当該診療科
長又は中央診療施設長にドナー候補者発生の報告を行い、その指示のもとに臓器移植ネットワーク（以下「ネットワーク」という。）に連絡するものとする。
併せて、院内移植情報担当者（医師及び看護師の院内コーディネーター、以下「院内ド
ナーＣｏ」という。）及び上原キャンパス事務部総務課（以下「総務課」という。）にドナ
ー候補者発生の報告を行うものとする。院内ドナーＣｏは、主治医等とネットワークとの連絡調整について協力し、総務課は院内関係者との調整にあたるものとする。


臓器移植ネットワークフリーダイヤル(２４時間対応)　　　 ０１２０－２２－０４１９
臓器移植ネットワーク西日本支部　　　　　　　　ＴＥＬ：０６－６４５５－０５０４
ＦＡＸ：０６－６４５５－２８４１
沖縄県臓器移植コーディネーター（２４時間対応公用携帯電話）
ＴＥＬ：０９０－８９１８－２７０２

その後、総務課又は当該診療科等の長は、ドナー候補者発生及びネットワークへの連絡について病院長（病院長不在の時は病院長があらかじめ指名する副病院長。以下同じ）に対して速やかに報告を行うとともに総務課は情報共有のために琉球大学事務局（広報担当部署）へ速やかに報告を行うものとする。

【関係者への連絡及び法的脳死判定実施の許可】
４　病院長は、前項の報告を受け、総務課を通じ脳死判定委員会委員長へ脳死判定の可能性
を連絡するとともに、関係部署に対して臓器提供体制の準備を指示する。
また、児童からの臓器提供の場合には、総務課から琉球大学病院児童虐待対応委員会（以
下「児童虐待対応委員会」という。）に虐待が行われた疑いの有無の確認を行うものとする。
その後、琉球大学病院戦略的経営企画会議（以下「戦略的経営企画会議」という。）は、臓器提供の意思表示を確認できた場合に、病院として法的脳死判定を実施すること及び院内における臓器摘出の作業を開始することの許可を行う。また、児童の場合は、児童虐待対応委員会において適正に審議が行われ、児童への虐待が行われたとの疑いが否定されたことの確認を行うものとする。
ただし、当該患者が１８歳以上の場合は、戦略的経営企画会議での審議を省略することが出来る。

【ＮＷＣｏとの打合せ等】
５　ネットワークから派遣されたＮＷＣｏが本院に到着した後、主治医等はＮＷＣｏが行う
ドナー適応評価（第１次評価：患者背景、現病歴、既往症、感染症検査、合併症等）のた
めの医学的情報収集活動に協力し、総務課は院内体制の確認等必要な打合せをＮＷＣｏと
行うものとする。

【家族に対する説明及び確認】
６　主治医等から説明者としてＮＷＣｏの紹介を家族に対して行う。
ＮＷＣｏから家族に対して、ガイドラインに定めるところにより説明が行われるにあたって、主治医等は家族が希望する場合には、これらの者の説明に立ち会うものとする。
ＮＷＣｏからの説明の結果、家族が脳死判定を行うこと及び臓器を提供することを承諾する意思が確認できた場合には、ＮＷＣｏは臓器の移植に関する法律施行規則（平成９年１０月８日厚生省令第７８号）（以下「省令」という。）に定める「脳死判定承諾書」（省令第５条）及び「臓器摘出承諾書」（省令第６条）を作成する。


【意思確認の結果報告】
７　家族の脳死判定等に関する意思確認の結果について、病院長、脳死判定委員会委員長、
主治医等、当該診療科等の長及び総務課は、ＮＷＣｏから報告を受ける。
家族の承諾が得られた場合には、ＮＷＣｏから脳死判定承諾書及び臓器摘出承諾書の提示を受けるものとし、病院長はＮＷＣｏの依頼に基づき法的脳死判定の円滑かつ適正な実施に向けて、所要の措置を講ずるものとする。なお、ＮＷＣｏは脳死判定承諾書及び臓器摘出承諾書の提示後に、その原本を病院長に交付するものとする。

【ドナー候補者からの採血】
８　主治医等は、ＮＷＣｏの依頼に基づき未検査の組織適合性検査及び感染症検査を目的と
して、ドナー候補者からの採血を行い、血液検体の搬送をネットワークに委ねる。

【ドナー候補者の第二次評価】
９　主治医等は、ドナー候補者の第二次評価のため、ＮＷＣｏが行うさらなる患者情報の収集活動及び追加検査依頼に協力するものとする。

【診療録への記載・保存】
１０　主治医等は、第１項から前項までの事項のうち当該患者の診療録に記載すべき事項
を電子カルテに記録するとともに、保存すべき書面の写しを電子媒体として保存し電子
カルテに添付する。

第３章　脳死判定に関する事項
【検視その他の犯罪捜査に関する協力】
１　主治医等は、ドナー候補者が確実に診断された内因性疾患により脳死とされうる状態で
あることが明らかである者以外であるときは、法的脳死判定を行う前に所轄警察署にその
旨を連絡し、検視その他の犯罪捜査に関する手続が行われるときには、捜査機関に必要な
協力が出来るよう体制を整備する。

【脳死判定医の指名等】
２　脳死判定委員会委員長は、琉球大学病院における脳死判定に関する規程（以下「規程」
という。）第１１条による判定医を複数名指名する。
この場合において、可能な限り異なる領域の専門医を指名するよう努めるものとし、脳死判定の対象者が児童であるときは小児領域の専門医が含まれること。
脳死判定委員会委員長は、指名した判定医とともに判定の日時と場所を決定し、病院長及び家族に報告する。

【脳死判定の実施等】
３　前項により決定された場所への搬送が必要な場合は、患者及び家族のプライバシーに十
分配慮するものとする。
脳死判定時に、家族が立ち会いを希望する場合は、主治医等と相談のうえ対応する。
判定医は、第１章に掲げるガイドライン、マニュアル等に基づき脳死判定を実施する。

【省令に定める記録書等の作成】
４　脳死判定を行った判定医は、省令に定めるところにより次の記録書等を作成し、併せて
添付を求められている書面を整備しなければならない。
①省令第５条に定める脳死判定記録書
②省令第３条に定める脳死判定の的確実施の証明書

【脳死判定の結果報告及び確認】
５　判定医は、脳死判定委員会委員長に前項により作成した記録書等を提出し、脳死判定の
結果を報告するものとする。
結果報告を受けた脳死判定委員会委員長は、直ちに委員会を開催し、当該記録書等の精査確認を行ったうえで病院長に当該記録書等を提出するとともに、当該診療科等の長、主治医等及びＮＷＣｏに、脳死判定の結果について当該記録書等の写しを交付することにより通知するものとする。

【診療録への記録・保存】
６　主治医等は、前項による脳死判定の結果について、当該患者の電子カルテに記録すると
ともに、保存すべき書面の写しを電子媒体として保存し、電子カルテに添付する。

【家族への説明と死亡診断書の作成】
７　主治医等は、家族に対し脳死判定の結果を説明し、死亡の告知を行うとともに、臓器提
供の意思を再確認し、総務課に家族の意思を報告する。
また、死亡診断書（死亡時刻は第２回目の脳死判定終了時刻）を作成し、その写しを電子媒体として保存し、電子カルテに添付する。

【所轄警察署への連絡等】
８　第１項により所轄警察署へ連絡をしたケースについては、脳死判定後にＮＷＣｏから同
署に死亡時刻を連絡し、検視の手配を行う。
検視官等による検視には、主治医等が立ち会うものとする。

【臓器提供体制への移行】
９　病院長は、本章に掲載する手順が確実・適正に実施されたことを確認したうえで、総務
課を通じて関係部署に臓器提供体制への移行を命ずるものとする。
なお、主治医等は、死亡告知後ではあるが、臓器摘出チームが本院到着後に行うドナーの第３次評価が終了するまでの間、ＮＷメディカルコンサルタントの協力のもとに主治医等が循環管理、呼吸管理、感染症管理等を行うものとする。

【法に定める記録の保存及びその閲覧】
１０　法第１０条第２項に定めるところにより、病院長は提出を受けた省令第５条に定める
脳死判定記録書を５年間保存しなければならない。
また、法第１０条第３項に定めるところにより、移植術に使用されるための臓器を提供した遺族又はネットワークから、判定等に関する記録の閲覧の請求があった場合には、閲覧を拒むことについて正当な理由がある場合を除き、閲覧に供するものとする。
なお、記録を閲覧に供するときは、請求のあった者に記録閲覧請求書の提出を求めるものとする。

第４章　ＮＷＣｏと本院関係者との打合せ事項
【脳死判定開始以降における事前調整等】
１　脳死判定の開始から終了までの間に、円滑な臓器提供に向け、ＮＷＣｏと本院関係者と
の打合せを概ね次のとおり行う。
①手術室担当者との打合せ（手術室担当のNWＣｏ）
＊連絡体制の確認
・手術部看護師長と担当者の名前及び連絡先の確認
・手術部と外部との連絡手段の確認（携帯電話・ＰＨＳの利用可否）
＊本院からのスタッフ提供依頼
・麻酔科医師（呼吸循環管理医師）の協力（脳死判定医と重複しないように注意）
・外回り看護師（原則２名）の協力
・病理検査（病理医）の協力
＊手術室について
・手術部への入室ルート、手術部からの退出ルートの確認
・使用予定手術室の確認（№１０室を使用し、№４室を準備室にあてる）
・摘出予定臓器、摘出順序、所要予定時間等
・借用可能物品の確認（本院として貸与準備する）
②関係部署（病棟及びICU等）との打合せ（手術室担当等のNWＣｏ）
③総務課事務担当者との打合せ（統括担当のNWＣｏ）
＊事務機材（院内PHS、複写機、ＦＡＸなど）の貸与・利用便宜（臨時ID発行を含め、待機室等での電子カルテ閲覧を可能とする。）
＊待機室等の確保状況の確認
・家族の控室、ＮＷＣｏの待機室、全体会議室、摘出チーム待機室、記者会見場（実
施が予想される場合）
＊摘出医の院内への誘導ルート、臓器搬出経路、臓器搬送車両の駐停車スペースの確認
＊病院周辺地図と院内で使用が予定される施設が掲載された図面の準備
＊マスコミ対応等について
・本院のマスコミ対応窓口を一本化（上原キャンパス事務部企画課広報担当）
・ＮＷＣｏが家族に面談し臓器提供の説明に際し、併せて情報公開に関する説明を行っており、２回目の脳死判定終了を目安として情報公開の内容について相談し調整を行うので、本院の企画課広報担当と情報の共有を図る。
ＮＷＣｏと打合せを行った者は、速やかに総務課に打合せ事項、確認事項を報告するも
のとする。

第５章　臓器の摘出に関する事項
【臓器摘出医師】
１　臓器の摘出術は、院内の手術部で実施し、その手技的操作は移植実施施設の医師が全て
行う。

【本院の協力体制】
２　本院は、移植実施施設の要請に応じ、医師及び看護師等の人的支援については、出来る
範囲で協力するものとする。

【臓器摘出術における器材等】
３　臓器の摘出術における器材等は、原則として移植実施施設が持参するが、移植実施施設
で用意できない器材等については、本院が提供するものとする。

【摘出された臓器の搬送】
４　摘出された臓器の搬送作業は、移植実施施設及びＮＷＣｏが行う。


【臓器摘出後の対応】
５　臓器摘出後は、提供者にエンジェルケアを施し、当初の診療科又は霊安室へ移送し、遺
族への説明を含めて、その後の対応を行うものとする。（お見送りまで）

【臓器摘出記録の保存】
６　本院において本院以外の医師が摘出を行った場合は、摘出を行った医師が作成した臓器
摘出に関する記録（省令第６条第１項）の写しを、病院長が５年間保存しなければならな
い。

【使用されなかった臓器の処理】
７　死体から摘出された臓器で、移植術に使用されなかった臓器は、不使用臓器記録書（省
令第１５条第２項）を作成し、焼却の処理をしなければならない。

第６章　事務に関する事項
臓器提供に関する事務は、総務課において行う。

